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現代社会における結婚の実態と既婚男女の意識
白　石　真　澄
1．はじめに
　わが国の少子化の要因のひとつに、結婚しないカップルや遅く結婚するカッ
プルの増加など、非婚・晩婚が挙げられる。フランスやスウェーデンでは1970
年代以降、結婚しないカップルの間に生まれるいわゆる「婚外子」が増加し、
出生全体に占める婚外子の割合はスウェーデンで 6割、フランスで 5割に近づ
いている。しかし、全体の98％が結婚を経て出産に至るプロセスを有するわが
国1）では、結婚しない若い世代の増加は出産に結びつかず、一方の晩婚化は高
齢出産を避ける意味で子ども数の減少に直結する。
　第14回「出生動向基本調査（国立社会保障・人口問題研究所2010年）」の中
で、予定子ども数が理想子ども数を下回る理由として最も多いのは、30歳未満
については「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」という経済的理由を選
択する割合が高いが、30歳代以上では「欲しいけれどもできないから」、「これ
以上、育児の心理的・肉体的負担に耐えられないから」などの年齢・身体的理
由の選択率が高くなっている。こうした点からも晩婚化は子ども数の減少に影
響をしている。
　また、40歳時点の平均余命を既婚・未婚で比較すると配偶者のいる人のほう
が長く2）、疾病の罹患率は低い。これらの結果から結婚による規則正しい食生
活や健康管理などの効果が推察される一方で、独身者の健康不安と医療費の増
大は非婚が単なる少子化のひとつの背景としてではなく、社会に影響を与えて
102
政策創造研究　第 9号（2015年 3 月）
いることも事実である。
　少子化に影響をもたらす非婚・晩婚傾向に懸念を示す複数の自治体が、イベ
ントや見合いを通じて男女の出会いの場を設けるいわゆる「婚活」支援事業な
どもスタートしている。2010年に内閣府が行った調査によればこうした事業を
実施している自治体は47都道府県のうち31都道府県あり、実施する事業の 7割
で200万円以上の年間予算が計上されている。
　しかし、結婚するかどうかについては個人の価値観に委ねられ、各人が選択
すべきもので政策的介入は望ましくない。むしろ就労の中断、親の介護不安、
住宅支援など、結婚やそれを決断する上での障害となっているものを取り除く
ことこそが優先課題である。
　本稿では結婚の実態について概観するとともに、既婚カップルの結婚生活に
関する意識について分析をし、結婚による意識や生活の変化に焦点をあてる。
ロールモデルとなる既婚カップルの結婚生活に対する意識が未婚者の結婚選択
に与える影響も否定できないからである。
2．現代の結婚についての実態
（ 1）　婚姻数の変化
　わが国の婚姻件数は、第 1次ベビーブームと呼ばれる世代が25歳前後の年齢
を迎えた1970年から1973年にかけて年間100万組を超え、人口 1千人当たりの婚
姻率も概ね10.0以上であった。その後、婚姻件数、婚姻率ともに低下傾向とな
り、1978年以降は年間70万組台3）で増減を繰り返しながら推移してきた。2011
年は66万1,895組（対前年比 3万8,319組減）と前年より減少した。婚姻率も5.2
で前年の5.5から0.3下回るなど過去最低を記録し、さらに1970年代前半と比べ
ると 6割程度の水準に留まっている（図表 1）。男女別の初婚年齢も上昇し、男
性30.3歳、女性29.3歳（いずれも2013年時点）となり1950年（男性26.9歳、女
性23.0歳）と比べるとそれぞれ3.4歳、6.3歳上昇している。
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図表 1：婚姻数の変化
（出所）「人口動態統計」（厚生労働省2014年）
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図表 2：男女別・年代別未婚率
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　結婚のきっかけについては、1960年中盤で見合いと恋愛結婚の比率は逆転し、
女性の社会進出、結婚情報サービスの普及等で男女の出会いは増えている一方、
従来、結婚年齢とされてきた男女の未婚率は上昇している。男性では、25～29
歳で71.8％、30～34歳で47.3％、35歳～39歳で35.6％、女性では、25～29歳で
60.3％、30～34歳で34.5％、35～39歳で23.1％となっている。20代後半女性の
未婚率の上昇が顕著である4）（図表 2 ）。1980年と2010年の30年間で比較すると
女性の未婚率の差が最も大きいのは25～30歳にかけてであり、30ポイント以上
の差がある。30年前には盛んに子どもを産んでいたこの年代で、 3割以上の既
婚者が減っていることがわかる。女性の初婚年齢が30歳近くになっていること
の背景には大学進学率の高まりや、就職後のキャリア形成期間が影響している
と考えられる。
　さらに50歳になった時点で一度も結婚をしたことがない人の割合である生涯
未婚率を30年前と比較すると、男性は2.60％（1980年）から20.14％（2010年）、
図表 3：男女別の生涯未婚率
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女性は4.45％（1980年）から10.61％（2010年）へといずれも上昇し、男性の 5
人に 1人は生涯未婚のままである（図表 3）。
（ 2）　10代の授かり婚の増加
　厚生労働省の資料5）によれば、日本において嫡出第 1 子出生数のうち妊娠期
間よりも結婚期間の方が短い（つまり結婚前に妊娠している）割合は、1980年（昭
和55年）に10.6％だったものが2004年（平成16年）には26.7％と約20年間で倍増し
ている。年代別で見れば15歳から19歳では82.9％、20歳から24歳では63.3％、
25歳から29歳では22.9％、30歳以降で約 1割となっており、この割合は若い年
代ほど大きくなる傾向にある。
　婚前妊娠が増加している原因として、若い年代を中心に婚前交渉を許容する
社会的意識が一般化したことに加え、その上で、法的な婚姻関係を重視する伝
統的な意識が依然として存在し、妊娠後の結婚増加に繋がっていると言える。
しかし若い世代が精神的な準備期間を経ずに妊娠・出産のプロセスに至ること
で育児の知識が不足したり、育児のストレスを抱えることも予想されることか
ら、母親・父親教室などの機会を通じ出産前から保健師などの専門職が状況把
握を行うとともに、育児サークルなど自治体のきめ細かな子育て支援策を組み
込んでいく必要がある。
（ 3）　国際結婚の増加
　日本において外国人との国際結婚が認められたのは1873年（明治 6年）3月14
日に出された布告においてであり、ホワイトデーと同じ日が現在では『国際結
婚の日』と呼ばれている。「国際結婚」という言葉は海外から移入された表現で
はなく、日本において定着した言葉だという6）。
　明治政府は国際結婚する女性の日本国籍を失わせ、その結婚から生まれる子
には日本国籍を与えないなど、ある意味で女性に厳しい考え方をとっていた7）。
現在でも文化や生活習慣の壁の大きい国際結婚であるが、鎖国を解き、近代国
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家として歩み始めた当時の日本では極めて珍しいものであったに違いない。
　第二次世界大戦後、日本に駐留する連合国軍、とりわけアメリカ人男性と日
本人女性との結婚・渡米や、在日朝鮮人との結婚により、帰還事業で北朝鮮に
渡ったカップルも現れた。
　日本人と外国人の結婚は、1960年代には 4～ 5千件であったが、この40年間
で国際結婚の実数は10倍にもなり、2013年の統計では結婚数660,613件のうち、
21,488件（夫が日本人15,442件、妻が日本人6,046人）と全体の3.3％、30組に
1組が国際結婚をしている。
　この背景としてはグローバリゼーションの進展の中、日本人と外国人の出会
いが増加していると考えられる。さらに農村などにおける嫁不足の深刻化や日
本人の男女の価値観のミスマッチなどに伴い、日本人男性に中国人女性などア
ジア女性との結婚を斡旋するサービス業も現れ国際結婚は増加していると考え
図表 4：国際結婚の推移
（出所）「人口動態統計」（厚生労働省2014年）
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られる。
　国際結婚のなかでも1975年以降、日本人男性と外国人女性の妻というパター
ンが急増している（図表 4）。外国人妻の国別の推移については、かつては多く
が在日韓国・朝鮮人女性が多かったが、1992年以降、フィリピン女性が最多と
なり、1997年以降は中国人女性が最多で 4割強、次いでフィリピン 2割となっ
ている。国際結婚が一定割合を占める中、結婚し、子育てをする過程において
は生活習慣や教育・文化などに戸惑い、子育て困難などの課題を抱えるカップ
ルも存在すると考えられる。たとえば地域で友人ができなかったり、保育園や
小学校の給食に宗教上、食べられないものがあったり、お弁当の作り方がわか
らない母親もいるなど、国際結婚の増加も視野に入れた政策が求められる。
3．離婚および再婚について
（ 1）　離婚について
　法律に基づいた結婚は、子育てや介護を含む男女の長期的な人生設計を支え
る基盤としての役割があったと考えられ、継続的な関係が前提とされてきた。
ここでは法律婚の関係を解消する離婚についてみていきたい。離婚数の推移を
みると1980年の14万 2 千組から2002年の29万組でピークになり、近年は婚姻数
自体が減っていることから減少傾向にある。2014年では約23万 5 千組で、結婚
件数を離婚件数で割ると1970年は9.3％でおよそ10組に 1組が離婚しているのに
対し，2013年では35.0％にまで上昇し、 3組に 1組が離婚していることになる
（図表 5）。
　年齢別の有配偶離婚率をみると男女ともに年齢層が低くなるほど高い傾向が
出ており、とりわけ30歳未満で顕著である。特に女性の19歳以下では8.2％、20
～24歳で4.8％となっており、早婚のほうが離婚する割合が高い。前述のように
結婚前に妊娠し、結婚に移行する若いカップルが増える中での離婚割合の高ま
りは、幼い子どもを抱え生活するシングルマザーが増えることを意味し、自立
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図表 5：離婚件数及び離婚率の年次推移
（出所）「人口動態統計」（厚生労働省2014年）
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生活を支援する経済的援助のみならず、再就職支援や子育て支援など総合的な
政策が必要となる。実際、未成年の子どものいる夫婦の離婚数は1980年の9.6万
組から、2012年には約14万組となり、離婚数全体の 6割を占める。その際に妻
が全部の親権を持つケースが 8割で、母子家庭の増加に結び付いていると考え
られる。
　さらに同居期間別に離婚件数をみると2000年以降、婚姻期間20年以上のカッ
プルの離婚いわゆる熟年離婚は 1割弱で推移し、なかでも35年以上の増加の割
合が高い（図表 6）。
　こうした背景には「問題のある結婚生活なら早く解消したほうがいい」など、
離婚を肯定する考え方は男女ともに増加してきており8）、離婚に対する抵抗が
薄れてきていることも離婚件数の増加に影響していると考えられる。
（ 2）　再婚について
　2013年に結婚した660,613件のうち、男性が再婚の割合は126,910件　女性が
再婚の割合108,797件であり、全体の35.7％が男女いずれかが再婚のカップルで
ある。再婚の割合は1970年以降増加傾向にあり、男性が女性を上回り男性の 5
人に 1人が再婚をしている（図表 7）。前述したように未成年の子どものいる夫
婦の離婚数が増加し、再婚比率も増加することで、血縁を前提としない親子関
係あるいは兄弟姉妹の関係が誕生することとなり、こうした家族関係は「ステ
ップ・ファミリー」と呼ばれる。こうしたステップ・ファミリーの生活は、こ
れまで築いてきた生活や習慣を改め、まったく新しい家庭内の関係を作り育ん
でいく必要があり、新たな親子関係に悩む場合もある。しかし、人間関係のス
トレスなどは家族内の問題として表面化しない恐れもある。すでにNPOによ
るステップ・ファミリー同士の交流の場の提供などが行われてはいるが、相談
事業の強化や家族のネットワーク作りが行えるNPOの育成などが求められる。
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4 ．若者たちの結婚離れ
（ 1）　結婚に対する意識
　第14回の出生動向基本調査（2010年）によれば、18歳から35歳未満の未婚男
女のうち、「いずれは結婚しよう」と考えるものの割合は、男性86.3％、女性
89.4％と依然として高い割合にある。30年間で結婚への態度不詳の者は減少し、
独身志向の未婚者が増えてきている。「一生結婚するつもりはない」とする意志
を持つ未婚者は増加傾向にあり男性で9.4％、女性で6.8％となっている。また、
結婚する意思のある未婚男女のうち、「ある程度の年齢までに結婚しよう」と考
える人は90年代を通じて減少してきたが、男性で56.9％、女性で58.4％と過半
数が結婚年齢を意識している。
　このように結婚年齢を意識する一方で、結婚についての基本的な考え方はど
のように変化しているのだろうか。「男女共同参画に関する世論調査」（内閣府
図表 7：再婚の比率の推移
（出所）「人口動態統計」（厚生労働省2014年）
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2012年）によると、「どちらかといえば賛成」を含めると70.0％が「結婚は個人
の自由である」と考えており、1992年（62.7％）と比較すると約 7ポイント増
加している。また日本放送協会（NHK）が実施している「日本人の意識調査」
によると「人間は結婚するのが当たり前だ」という考え方は2008年時点で35％
となっており、この15年間で10ポイント低下している。同じ調査の1984年時点
では「人間は結婚してはじめて一人前になる」という割合は 6割にも達してお
り、この30年間で結婚への社会的圧力が弱まり、女性の就業率の高まりと自立
可能性、家制度から個人を中心とした生き方の浸透などが結婚への自由度を高
めていると考えられる。
（ 2）　未婚理由の男女差
　未婚者が増加する背景には親や社会からのプレッシャーの弱まり以外にもさ
まざまな理由が存在するはずである。内閣府が20代から30代の未婚男女を対象
に実施した意識調査9）では、将来結婚したいと考える未婚者が「今まで結婚し
ない」理由を見ると以下のようになっている。男女共に最も多いのは「適当な
相手に巡り合わない」が 6割弱を占め、「異性とうまく付き合えない」もそれぞ
れ 2割程度存在している。また、「結婚後の生活資金不足」や「結婚資金が足り
ない」という経済的理由は男性に多く、「自由や気楽さを失いたくない」「趣味
や娯楽を楽しみたい」など独身のメリットを挙げる割合は女性で多くなってい
る。「必要性を感じない」も女性が6.2ポイント男性を上回っており、仕事を持
つ女性が増加することで結婚をしなくても生活できる状況にあると考えられる
（図表 8）。
　日本国憲法には個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、また、男女共同参画
社会法（1999年）や男女雇用機会均等法（1986年）など、男女平等の実現に向
けた様々な取組が進められてはきたが、結婚に踏み切れない理由として男性が
経済的不安を有していることは「経済面での主導は男性がとるべき」という意
識が残っていると推測される。
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　就業者の年収がもはや右上がりでない時代、結婚後の生活を男性一人で支え
ることはもはや困難な状況となっているなかで、収入不安を抱える男性は結婚
を躊躇し、一方の女性は男性の経済力を支柱とすることが多いため、男女間で
意識のミスマッチが生じる。オランダでは ʼ96年の労働法改正によって、フルタ
イム労働者とパートタイム労働者との間で、時間当たりの賃金、社会保険制度
への加入、昇進等の労働条件に格差をつけることを禁じ、両者を労働時間数に比
例して平等に扱うこととした。また、2000年に労働時間調整法が施行され、労
働者がフルタイムからパートタイムへ、あるいはパートタイムからフルタイム
へ移行することを認め、週当たりの労働時間を労働者自身が決められるように
なった。こうした制度があれば我が国においても結婚・出産後も女性が働き続
けられ、経済的責任を男女でシェアすることで結婚への不安が減少すると思わ
図表 8：今まで結婚しない理由
（出所）「結婚・家族形成に関する調査報告書」（内閣府2011年）
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れる。
（ 3）　非正規雇用の交際・結婚の困難
　先に述べたように、女性に比して男性は結婚後の生活資金や結婚資金への不
安が多いことから、年収による交際・結婚可能性が生じているのではないかと
考えられる。以下は学生を除き、男性の年収と恋人の有無、交際経験などを見
たものである10）。
　既婚者の20代では76％、30代では86.3％が年収300万円以上であるのに対し、
20代「恋人なし」の50.7％が、また30代「恋人なし」の36.5％が年収300万円以
下である。「交際経験なし」では20代の70.2％、30代の53.6％が年収300万円以
下である（図表 9）。この結果から、年収が低い男性は交際相手や結婚相手に巡
り合わず、経済的格差により交際・結婚の機会格差が生じていることが明らか
である。
図表 9：年収別の婚姻・交際状況
（出所）「結婚・家族形成に関する調査報告書」（内閣府2011年）
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　総務省の「労働力調査」では就学中を除く15歳から24歳の32.3％　25歳から
34歳の27.3％が非正規雇用となっており、賃金や待遇面で正規雇用に比して不
安定な身分で働いている。特に経済が低迷した時代、いわゆる就職氷河期に就
職活動を行った者の中には正規雇用につけず、不本意な非正規就業者も多い。
年収による交際・結婚の機会格差を解消するためには、非正規雇用から正規雇
用への転換をはかる職業訓練や教育支援、正規雇用化を進める企業への助成、
非正規社員でも低い保険料で加入できる年金など社会保障制度も含めた政策を
強化し、結婚への将来不安を取り除くことが重要である。
5．既婚者の結婚に対する意識
（ 1）　結婚のメリット
　既婚者は結婚に対し、どのような思いを持ち、今後、結婚生活をどうしてい
こいうと思っているのだろう。ここでは30代から50代の全国の既婚男女500名ず
つに結婚に対する意識を聞くインターネット調査（調査時期2011年 3 月）を実施
した結果を述べたい。以下「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」と略す。
　調査対象（回答者）の属性は以下の通りである。
◦年代は30代が36％、40代が36％、50代が28％
◦結婚年数は 1年未満が5.0％、 1～ 5年未満35.6％、 5～10年未満15.1％、
10～15年未満11.9％、15～30年未満27.2％、30年以上5.2％
◦子どもがいる（すでに独立を含む）54.0％、子どもがいない46.0％
　結婚のメリットについて 2つの項目を選んでもらった結果、男性では「好き
な人と生活できる」「精神的な安定・成長が得られる」、「守るべきものができ責
任感が生まれる」が上位 3位であり、女性は「精神的な安定・成長が得られる」、
「好きな人と生活できる」、次いで「子どもを持てる」、「経済的に安定した生活
ができる」という項目が続く。男性、女性ともに結婚の精神面への好影響を選
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択している。女性の回答の 3位、 4位には結婚による実利面が挙げられ、経済
的な安定を結婚に期待していることがわかる（図表10）。
（ 2）　結婚のディメリット
　結婚のディメリットについて 2項目を選択してもらった結果、男性は「自由
な時間が減る」「自由な生き方が束縛される」、「経済的に苦しくなる」が上位
で、一方の女性は「親や親戚とのつきあいが煩わしい」、「自由な時間が減る」、
「家事や育児の負担が増える」という家庭責任や人間関係の煩雑さを挙げてい
る。男性が結婚によるディメリットを感じる背景には、結婚で女性の退職・転
職があり世帯収入の減少が生じ、これまで自由につけていた自分自身の給与が
図表10：結婚のメリット
（出所）「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」
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「家計」のコントロール下に置かれるようになる11）ことなどが予想される。調査
対象者のうち男性の78％は結婚前の仕事を続けている一方で、女性で結婚前の
仕事を続けているのは24％に過ぎず、66.4％が結婚により退社や転職をしてい
る。また女性は結婚により家事や夫側の血縁者などとの人間関係を背負い込む
ストレスを感じていることが明らかである。家事時間においても調査対象者の
男性は平日の家事時間が「 1～ 2時間未満」（33.2％）が最も多いのに対し、女性
は 6時間以上（30.6％）が最も多く、女性の76.6％が 3時間以上の家事を行って
いる。
　欧米諸国の夫の家事関連時間12）をみると、米国、英国、ドイツ、スウェーデ
ン、ノルウェーは 3時間前後、フランスでも 2時間30分となっている一方で日
本は 1時間 7分である。日本政府は男性の家事関連時間を「2020年に 2時間30
図表11：結婚のディメリット
（出所）「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」
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分」にするという数値目標を掲げているが、実態との差は大きく、あと 5年で
目標達成には程遠い。
　結婚のディメリットのひとつに女性があげている「家事や育児の負担」を解
消するには、夫婦の家事分担についてのコミュニケーションや男性自身が意識
を変えることはもちろんのこと、男性の労働時間短縮や有給休暇制度の完全取
得など、ワークライフバランス実現のための企業努力も欠かせない。
（ 3）　結婚に際して重視したポイント
　結婚に際して重視したポイントを男女差で比較し、有意差を示したものが図
表12である。
　重視するポイントにおいて女性のほうが男性より重きを置いた項目は「価値
観」、「自分にない魅力」、「共通の趣味」、「健康」、「社交性」、「リラックスでき
る」、「（自分と配偶者）双方の親との相性」、「家柄のバランス」、「食べ物や嗜好
のライフスタイル」の 9項目であり、男性が女性より重視した項目は「性格」、
「年齢バランス」、「刺激をくれる」の 3 項目である。収入、資産、長男・長女
か、親との同居、家業、転勤などは男女で有意差が見られなかった。価値観・
生活スタイルの近似性、人間関係を広げられる可能性などを女性が重視してい
ることがわかる。
（ 4）　結婚に対する満足度
　結婚生活に対する満足度を100点満点で表すと男性全体が74.9点、女性全体が
69.0点と男性の満足度が 5 ポイント程度高くなっている。男性が30代、40代、
50代とほぼ一定であるのに対し、女性は30代から40代にかけて 1ポイント上昇
しているものの50代で 1ポイント減少している。50代は子育てを終え、「父親」
「母親」というそれぞれの役割から夫婦のあり方や関係性を再構築する年齢であ
るが、この時点で女性の満足度が若干ではあるが下がっている（図表13）。これ
を結婚期間別（男女合計）に見ると、結婚 5年未満では74.1点、 5年以上では
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図表12：結婚に際して重視したポイント
重視した 重視していない χ2検定
有意差p値男性 女性 男性 女性
高収入 3.8 21.2 96.2 78.8 N.S
資産・財産 2.4 8.4 97.6 91.6 N.S
安定した職業・地位 13.2 53.4 86.8 46.6 N.S
性格が良い 94.2 93.2 5.8 6.8 0.515
年齢バランス 55.4 52.2 44.6 47.8 0.310
価値観 79.6 82.6 20.4 17.4 0.226
自分にない魅力 67.0 69.0 33.0 31.0 0.498
容姿や見た目 56.0 31.4 44.0 68.6 N.S
共通の趣味 40.8 48.4 59.2 51.6 0.016
健康 75.8 77.4 24.2 22.6 0.550
社交性 36.2 39.4 63.8 60.6 0.297
学歴やそのバランス 12.2 23.8 87.8 76.2 N.S
有名校出身 3.4 13.4 96.6 86.6 N.S
家事能力 38.6 17.2 61.4 82.8 N.S
子ども好き 38.8 25.8 61.2 74.2 N.S
リラックスできる 88.8 89.4 11.2 10.6 0.761
刺激をくれる 48.0 41.4 52.0 58.6 0.036
自分の親との相性 45.6 49.2 54.4 50.8 0.254
相手の親との相性 35.4 36.6 64.6 63.4 0.693
長男・長女でない 2.6 14.8 97.4 85.2 N.S
親と同居してくれる 13.2 6.8 86.8 93.2 N.S
相手の親の扶養義務なし 7.0 19.4 93.0 80.6 N.S
相手の親と別居できる 9.0 29.4 91.0 70.6 N.S
性的な相性 39.0 25.0 61.0 75.0 N.S
家柄のバランス 15.6 20.4 84.4 79.6 0.047
家業をつがなくてよい 7.2 22.4 92.8 77.6 N.S
転勤がない 5.8 16.4 94.2 83.6 N.S
食べ物の嗜好やライフスタイル 44.8 55.0 55.2 45.0 0.001
N.S＝ notsignificant
（出所）「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」
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70.5点と結婚後の時間経過とともに満足度は減少する。
　調査対象者の中で現在の相手と「離婚が考えられない」という割合は男性
56.4％、女性48.8％であり、漠然と離婚を考え、実際に離婚に向けての行動を
起こしている割合は女性が高く、特に50代女性の結婚の満足度の低下はその年
代で離婚を考える比率が高くなっていることと呼応する。
　もし次に結婚する場合でも今と同じ相手を選ぶかについて「わからない」と
態度を保留する割合は男女それぞれ59.2％、51.2％と半数を超えるが、「選ぶ」
と回答した者は男性27.2％、女性20.8％と女性が低く、選ばないと回答した割
合は男性13.6％、女性28.0％と女性のほうが現在の相手を否定する傾向にある。
これらの点から女性のほうが現在の結婚に対する不満が高く、その理由として
は結婚前後の生活の変化や期待値の低下が女性側で大きいと考えられる。
図表13：結婚生活に対する満足度
（出所）「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」
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（ 5）　結婚に対する考え方
　既婚者は結婚そのもの対し、結婚生活の経験からどのような考え方を持って
いるのだろうか。
　以下の項目は結婚生活についての意識を男女別に「肯定」と「否定」で見た
ものである。男性のほうが肯定的意見を持つ考え方は「事実婚と内縁関係の扱
いの同等性」、「結婚によって得られるものは多い」、「若い世代にも結婚をすす
めたい」である。一方で女性を見ると肯定的意見が若干でも大きい項目は「生
涯、独身という生き方があってもいい」、「適齢期という言葉は死語である」、「我
慢するなら離婚をしたほうがいい」、「専業主夫もあってよい」、「夫婦がともに
働くほうが安心である」である。男性のほうが結婚の満足度が高いことで若い
世代にも結婚を推奨したいと考えるのに対し、女性はそれを9.6ポイント下回り
男女に差がみられる。
図表14：結婚生活に関する意識
そう思う そうは思わない χ2検定有
意差p値男性 女性 男性 女性
生涯、独身という生き方があってもいい 76.0 84.8 24.0 15.2 N.S
事実婚、内縁関係も法律婚と扱いを同等にすべき 59.0 56.4 41.0 43.6 0.405
結婚によって得られるものは多い 90.8 85.2 9.2 14.8 0.006
夫婦別姓も認められるべき 66.2 77.6 33.8 22.4 N.S
結婚せずに子どもを持つこと 51.8 51.6 48.2 48.4 0.950
適齢期という言葉は死語である 71.0 82.8 29.0 17.2 N.S
我慢するなら離婚したほうがいい 68.8 73.6 31.2 26.4 0.094
若い世代にも結婚をすすめたい 65.8 56.2 34.2 43.8 0.002
夫婦間で隠し事や秘密があってよい 78.4 68.0 21.6 32.0 N.S
結婚していても異性にときめく 90.2 74.0 9.8 26.0 N.S
専業主夫もあってよい 86.6 87.6 13.4 12.4 0.637
夫婦がともに働くほうが安心である 59.8 60.6 40.2 39.4 0.796
（出所）「既婚者の結婚に対する意識調査（2011）」
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6 ．おわりに
　本稿では現代社会における結婚の実態および既婚男女の結婚に対する意識を
見てきた。婚姻数自体は婚姻率とともに減少傾向にあり、生涯未婚率も高まり
つつあるものの男女ともに90％近くが結婚を考え、ある程度の年齢までに結婚
を考える者も 6割近くにのぼる。男性が結婚をためらう理由に経済的問題が背
景にあり、一方の女性も仕事との両立や人間関係、家事・育児の負担を感じる
など、結婚をためらう背景には自由や機会費用の損失がある。
　従来からわが国では結婚した夫婦が生涯、添いとげることを前提に安心して
子育てをするため研究や政策に力点が置かれてきたが、前述のように未婚者の
増加が少子化や貧困、健康問題に影響を与えるとすれば、最近、緒に就いた結
婚支援策と従来の子育て支援策をミックスさせることで効果がより大きくなる
と考えられる。
　また年収別による恋愛・結婚状況の差異で、低所得の層ほど交際・結婚経験
のない者が多いことを考えれば、当初から交際・結婚をあきらめていることで
結婚願望を潜在化させ、「結婚しない若者が増えている」という統計結果をミス
リードしている可能性もある。また女性は結婚によって経済的安定や家族形成
を行い、安定を得たいという願望が強く、裏返せば経済的に安定しなければ結
婚しないということにつながる。したがって結婚を考える20代から30代の若者
に対し職業および経済的自立を促進する就業支援や賃貸住宅に新婚世帯が入居
する際の家賃補助も検討していく必要があるが、これらは地方と都市では産業
構造や住宅コストも異なるため、地域別のニーズ分析も必要となる。
　さらに10代の妊娠から結婚に至るプロセスである「授かり婚」の増加、また、
国際結婚の増加や離婚、家族の再統合を行う再婚などの増加を考えれば、結婚
を経てその後の様々な生き方が各々の自己実現や生活満足度を向上させること
につながる支援策を組み込むことが必要である。法律相談、就業支援や子育て
支援、住宅支援までを包括的に行うべく、自治体やNPOで役割分担をしてい
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かなければならない。いわゆる「×（ばつ）イチ」という呼称に見られるような、
離婚を否定的に捉えるのではなく、離婚を経ても自立できるロールモデルが増
えるのであれば、結婚をリスクと考え、躊躇する若者を減少させることになる
かもしれない。今後、公民の家族支援の政策についても、「夫と妻と複数の子ど
も」という従来型の家族類型から、多様な家族を想定したものにシフトさせて
いくべきであろう。
　さらに結婚後の男女の意識からは結婚後の女性の家事・育児などの負担が増
加し結婚生活の満足度を下げていることがうかがえた。これまで以上に長時間
労働を強いられている男性就業者の働き方の改革、結婚・出産後の女性の就業
継続支援策を推し進めるとともに、男女が対等な関係で社会に参加する意識改
革なども各家庭や教育現場で行うなど息の長い取り組みが必要であろう。
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